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Ａ.研究背景および目的 

平成28年2月、厚生労働省より「事業場におけ

る治療と職業生活の両立支援のためのガイドライ

ン」１）が公表された。これは、特にがんをはじめ

とする種々の疾病の医学的進歩に伴う治療予後向

上や、日本社会の超少子高齢化に伴う労働力不足

と高年齢就業者の増加を背景としている。さらに

健康経営やdiversity & inclusion といった概念

の普及に呼応した企業の人材活用への取組みもこ

の追い風となっている。国際的にも臨床医学と予

防医学（特に3次予防や産業保健）の協調と連携

の機運がみられ、英国では 2010 年より、家庭医

（General Practitioner）が The Statement of 

Fitness for Work（通称、Fit Note）を作成する

制度が導入されており、医療機関と職域をつなぐ

有用な連携ツールの一つと考えられる２）。英国の

研究要旨 

事業場における治療と職業生活の両立支援のためのガイドライン（厚生労働省）や改正がん対策基本

法を踏まえ、がんとの共生をめざし、長期にわたることが少なくない治療と就労についてどのように調和を

図るか、がん患者自身へのエンパワメント、主治医の負担を増やさない形での医療機関での支援、そして企

業での支援の在り方について、実用的かつ効果的な手法の開発が求められる。本研究では、がん拠点病院等

医療機関のがん相談支援センターや職域で活用できる実用的な「がん健カード」「がん健カード作成支援ソフ

ト」を開発した。さらに、国内外の医療機関での支援取組みの実態の調査や、今後増加が見込まれるがん免

疫療法に伴う社会生活支援、就労がん患者の睡眠に関する実態調査を行った。 

国内外の取組みとして、米国のがん拠点病院における支援の実態調査を行い、スタッフの負担を増やさな

い形でのコンテンツの展開を模索した。さらに免疫療法に伴う社会生活支援の留意事項、就労がん患者の睡

眠時間が有意に短い可能性を明らかにした。 
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この制度は、’Sick Note to Fit Note’という言

葉が象徴するように、医療機関の主治医が、患者

の仕事に関して「病休診断書」のみならず「就業

両立意見書」を作成するという大きな意識改革を

もたらしつつある。このように患者のwell-being

の推進をめざした主治医による social 

prescribing（社会的処方）が近年、欧州を中心に

注目されている３）。わが国では、ニッポン一億総

活躍プラン（平成28年6月閣議決定）の実現へ向

けた大きな具体的な柱である働き方改革の検討課

題の一つとしてこの問題が提起され、働き方改革

実行計画（平成29年3月働き方改革実現会議決定）

では、企業の意識改革と受け入れ態勢の整備、医

療機関と職域の連携支援体制の推進、さらに産業

医や産業保健機能の強化が盛り込まれている。 

このような両立支援の推進の対象として想定さ

れる最大の疾病が、がんである。超少子高齢化に

伴う就労人口の高齢化や定年延長とあわせ、今後

ますます就労中にがんと診断される労働者の増加

が予想される。また、女性の就労率や若年女性の

がん（乳がん・子宮頸がん）罹患率の上昇とあわ

せ、がん患者の就労（Stay at Work）継続支援の

必要性が一段と増す。改正がん対策基本法（平成

28年 12月）では、「事業者はがんに罹患した労働

者の雇用継続に努めなければならない」ことが明

記され、がん罹患社員の就労支援が企業の努力義

務と定められた。がんとの共生をめざし、長期に

わたることが少なくない治療と就労についてどの

ように調和を図るか、がん患者自身へのエンパワ

メント、主治医の負担を増やさない形での医療機

関での支援、そして企業での支援の在り方につい

て実用的かつ効果的な手法の開発が喫緊の課題で

ある。 

本研究では、がん拠点病院等医療機関のがん相

談支援センターや職域で活用できる実用的な「が

ん健カード」「がん健カード作成支援ソフト」を開

発し、、そしてそれらを効果的に活用するために、

医療機関の医療職両立支援コーディネータや産業

保健スタッフが把握することが望まれる治療内

容・症状・病態の「疾病性」を「職場での合理的

配慮内容」へ翻訳する役割の在り方を各種専門家

の意見を聴きながらまとめてきた。 

 

Ｂ.研究方法 

【 １ 】支援ツール（がん健カード・がん健カー

ド作成支援ソフト）作成 

 がん臨床専門医、公衆・労働衛生専門家（研究

者・実務者）、産業保健実務家、患者団体代表から

なる専門家パネル会議ならびにそれを補完する連

携ディスカッションにより、ツールの素案となる

たたき台原案（エキスパートオピニオン）を作成

した。特にがん治療中の生活に影響を与えうる就

業内容の分析については、作業管理ならびに作業

環境管理の両者の観点を踏まえた労働衛生・人間

工学の視点を導入した。がん治療中の就労継続に

影響しうる症状や病態（疾病性）の分析について

は、現在のわが国における各がん種の治療別退

院・就業可能レベル（主治医判断）の事例と、産

業保健スタッフによるがん職場復帰支援実務事例
４,５）の両者のすり合わせによる分析を行い、これ

らの結果を踏まえ、さらに、「診断から治療、職場

復帰、治療との両立のタイムコース」の要素を盛

り込んだ「がん健カード作成支援ソフト」を開発

した。各界の関係者を交えたパネル会議によるエ

キスパートオピニオン集約により、患者（就労

者）・支援スタッフ（臨床医・産業保健スタッフ・

医療職両立支援コーディネータ等）が活用できる

がん健カードとがん健カード作成支援ソフトであ

る。 

 「事業場における治療と職業生活の両立支援の

ためのガイドライン」（平成28年 2月、厚生労働

省）では、医療機関（主治医）と職域（産業医等

の産業保健スタッフ、あるいは職場の支援スタッ

フ）の情報連携に関する様式が提示されている。

労働者の健康情報（患者の医療情報）は特に配慮

を要する個人情報であり、両立支援を行う職場で

は、その疾病性情報を職場での配慮内容に翻訳し

た「事例性情報」が求められ、それを盛り込んだ
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連携文書が実用的である４）。ただ先行研究により、

自由記載形式の就労（復職・両立）意見書では、

実際に患者やその上司にとって就労現場で役立つ

意見書を得られにくい場合をみとめる４）ことから、

実効性かつ主治医負担をできるだけ増やさない形

での双方向連携ツール様式「がん健カード」の作

成をめざす。 

【 2 】がん患者の両立支援のために職域で求めら

れる合理的配慮の在り方と、その推進のために医

療機関支援スタッフ（がん相談支援センター等に

おける看護師・薬剤師・臨床心理士・医学物理士・

医療職両立支援コーディネータ）や職域の産業保

健スタッフに望まれる役割の分析 

 上記【１】の開発ツールの実効的な活用のため、

支援スタッフが果たすべき役割について、特に、

他人に気づかれにくく支援の必要性が高いことが

多い invisible symptoms（メンタルヘルス不調、

睡眠障害、疼痛コントロール、倦怠感、ケモブレ

イン等の認知機能低下）について、文献検索とエ

キスパートオピニオンの集約をめざす。今年度は、

がん患者の就業継続（Stay at Work）支援を医療

機関で推進するための国内外の取組み事例分析を

実施した。米国マサチューセッツ州のがん拠点病

院のOncology Unit において、外来化学療法室を

担当するナースプラクティショナーへのインタビ

ュー調査を実施した（2018 年 5 月）。倫理的配慮

として本研究は順天堂大学医学部倫理委員会承認

（第2017024号）をうけた。 

 

Ｃ.研究結果 

【 １ 】支援ツール（がん健カード・がん健カー

ド作成支援ソフト等）作成 

 がん健カード作成支援ソフトを開発し、福井県

済生会病院、那覇市立病院、順天堂医院等にて、

がん健カード作成支援ソフトを用いたモデル事業

を実施しており、フィードバックを重ねている。 

 

【 ２ 】がん患者の両立支援のために職域で求め

られる合理的配慮の在り方と、その推進のために

医療機関支援スタッフ（がん相談支援センター等

における看護師・薬剤師・臨床心理士・医学物理

士・医療職両立支援コーディネータ）や職域の産

業保健スタッフに望まれる役割の分析 

（２－１）米国のがん拠点病院（医療機関）にお

ける両立支援へ向けた取組み事例 

今年度は、がん患者の職場復帰（Fitness for 

Work）・就業継続（Stay at Work）支援を医療機関

で推進するための国内外の取組み事例分析を実施

した。米国マサチューセッツ州のがん拠点病院の

Oncology Unit において、外来化学療法室を担当

するナースプラクティショナーへのインタビュー

調査を実施した（2018年5月）。 

 がん患者への就労を含めた社会状況支援として、

診断時・大きな治療方針変更時に、（希望制ではな

く）全例に1時間の個別教育セッションをナース

プラクティショナーが担当している。使用する抗

がん剤の効果や副作用といった薬剤の説明はもと

より、サバイバーのメンタルヘルスを支援するた

めの患者会、経験者の集まり、マインドフルネス・

ヨガや東洋医療等の情報提供が行われている。抗

がん剤に伴う味覚障害に対処するためのクッキン

グテキストは、1)口内の痛み、2)便秘、3)体重減

少予防、4)下痢、5)体重増加予防、6)好中球減少

（感染予防）、7)吐き気や嘔吐のカテゴリーごとに、

それらの症状があっても美味しく食事摂取が可能

となるレシピが100種類以上提示されていた。さ

らにこれらのレシピは動画による調理法説明も行

われていた。患者の職業生活についてのサポート

は、仕事の作業内容に影響する症状や治療関連事

象がある場合、患者本人が望む場合、ナースプラ

クティショナーが本人の上司に対して、現状や今

後の見通し、配慮の必要性を記載した意見書を作

成することで対応されていた。 

（２－２）わが国での現在のがん免疫療法に伴う

治療関連症状とそれに関する社会生活支援 

 わが国で現在、切除不能進行・再発胃がんに対

する治療として実施されているニボルマブ治療

（免疫療法）は、2週間隔で1回約40分の外来点
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滴で可能となっている。副作用として、頻度（全

体）は43%（重篤なもの10%）、内訳としては、皮

膚掻痒症（かゆみ）9％、下痢7％、皮疹6％、倦

怠感（だるさ）6％、食欲不振５％、悪心４％、肝

障害３％等となっている。頻度は低いものの重篤

な副作用として、間質性肺炎、横紋筋融解、1 型

（劇症）糖尿病などの指摘がある。また薬価等の

費用について、3割負担でも2コース（4週）あた

りで25万円強という高額さが課題であるが、高額

療養費制度での対応となることが外来現場では説

明されている。免疫療法については、まだ国内で

の使用実績は途上であるが１３,１４）、今後の拡大が

見込まれ、両立支援における課題についての事例

集積が望まれる。 

 昨年同様、パネル会議等によるエキスパートオピ

ニオンの集約（暫定版）として、疾患特異的では

なく診療科横断的だが職場での作業生産性に負の

影響を与えやすい症状に着目し、「invisible 

symptoms（他人に気づかれにくい症状）」を医療ス

タッフが積極的に評価して介入する重要性が指摘

された。①体力低下や倦怠感・だるさ（cancer 

related fatigue）、②慢性疼痛（頭痛、腰痛、背

部痛、四肢の痛み）、③メンタルヘルス不調や睡眠

障害８）９）、④認知機能低下１０）（集中力・記憶力

低下）といった症状について、医療機関多職種支

援スタッフを中心とした医療職が積極的にその有

無を評価し、フォローアップや必要に応じた医療

（担当医、主治医）へのフィードバック（連携）

を行うことが重要と考えられた。 

（２－３）就労がん患者の睡眠障害の実態調査 

 今年度はパイロット調査として、インターネッ

ト調査会社に登録されている20-60代の男女を対

象に無作為に実施した質問紙調査の解析を実施し

た。IT 関係職種で働く 2,485 名の回答者のうち、

がんと診断後現在も就労を継続していると回答し

た25名の睡眠状況は、平日の平均睡眠時間5時間

10分と、それ以外の方の平均6時間5分と比べて

明らかに短いことが示唆された。これが治療関連

症状（がん治療中睡眠障害）によるものか、がん

治療に伴う仕事やプライベート時間の減少による

しわ寄せによるものか、今回の調査では明確では

ない。来年度以降の本調査でさらに実態を明らか

にし、医療機関におけるがん患者両立支援に際し

て睡眠の評価と介入の必要性・有用性を検討して

いく。 

 （２－４）日蘭米がんサバイバーシップ共同研究 

現在、オランダの「がんと就労の両立支援に関す

るガイドライン」を日本語に翻訳を、オランダ・

アムステルダム大学との共同で行っている。 

また、オランダ・アムステルダム大学・Boer博士

が開発した The quality of working life 

questionnaire for cancer survivors (QWLQ-CS)

の日本語版、オランダ・フローニンゲン大学 Ute 

Bultmann 教授と米国・フロリダ国際大学 Amick 

III Benjamein 教授の Work Role Functioning 

Questionnaire の開発も行っている。その他、

Tufts 大学 Debra Lerner 教授が開発した、

CaregiverWLQ日本語版の開発を実施予定である。 

 

Ｄ.考察 

 がん健カード作成支援ソフトは、支援スタッフ

が活用するにとどまらず、就労がん患者が自らの

がんとの共生にむけたempowerment として使用す

るツールをめざすことから、職業生活（作業事例

性）・治療（疾病性）・タイムコース（治療見込カ

レンダー）の3基本要素を押さえつつ、がん患者

の多様性に対応できるような実践ツールの開発を

めざす。さらに、フォローアップが見過ごされが

ちであるが職場での生産性やがん患者のQOLに深

く関連するinvisible symptomsについて、わが国

における実態解明と、医療機関がん相談支援セン

ターや職域の産業保健スタッフを活用した解決策

の提案をめざしていく。 

 がん患者の就労継続へむけた取組み分析として、

今年度実施した米国の事例について、わが国の医

療体制で実行可能性の高いものを取捨検討する必

要がある。現在の日本のがん拠点病院のがん相談

支援センターの体制において、米国のナースプラ
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クティショナーが行っていた全患者への教育セッ

ションを実施することは不可能であろうが、様々

な支援コンテンツをIT化（スマホアプリや動画）

して提供すること、個別の就労現場への配慮等に

ついて、主治医意見書（産業医または職場の衛生

管理者、所属長宛て）のひな形を自動作成できる

ソフトの導入といった工夫によって、医療機関に

おいてスタッフの労力を増やさない形での支援拡

充は可能であると考えられる。本年度のパイロッ

ト調査で示唆された就労がん患者の睡眠時間の短

さが、がん関連症状としての睡眠障害か、治療に

伴う時間的しわ寄せによるものか、平日と休日の

睡眠時間の格差（social jet lag）の有無の評価

も今後検討していく。 

 

Ｅ.結論 

両立支援ツールとして、治療や病態に伴う症状

である疾病性情報を職場での配慮調整事項に翻訳

できる「がん健カード策支援ソフト」を開発した。 

米国の医療機関での事例調査を踏まえ、わが国

のがん拠点病院がん相談支援センターで、様々な

支援コンテンツをIT化（スマホアプリや動画）し

て提供すること、個別の就労現場への配慮等につ

いて、主治医意見書（産業医または職場の衛生管

理者、所属長宛て）のひな形を自動作成できるソ

フトの導入といった工夫によって、医療機関にお

いてスタッフの労力を増やさない形での支援拡充

の可能性が示された。 

 

Ｆ.健康危険情報 

なし 

Ｇ.研究発表 

１．論文発表  

・Katagiri R., Muto G., Sasaki S.: Promoting and 

inhibiting factors for the use of validated 

dietary assessment questionnaires in health 

check-up counseling: from occupational health 

nurses and dietitians’ perspective. 

Industrial Health 57: 90-98, 2019 

・Muto G, Yokoyama K, Endo M, Fujino Y. 

Harmonizing work with diseases treatment and 

prevention. Ind Health 2019;9(1):e5. 

２．学会発表等 

今後発表を予定している。 

 

H.知的財産権の出願・登録 

特に記載するべきものなし 
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